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TICADとはアフリカ開発会議（Tokyo International
Conference on African Development）の略称です。1991年
12月、「1990年代のアフリカ開発のための国連新アジェ
ンダ（UN-NADAF）」が採択された国連総会において、
日本政府より第一回アフリカ開発会議（TICAD I）の
開催が発表されました。

このTICAD Iは、アフリカ諸国の指導者とその開発
パートナーの政策対話の促進を目指して、1993年に開
催されました。以来TICADは、アフリカの「オーナー
シップ（自助努力）」とアフリカと国際社会の「パー
トナーシップ（協調）」という理念に基づき、アフリ
カの開発を推進するためのさまざまな取り組みを促進
する重要な国際的枠組みへと発展しました。アジアと
アフリカの協力は、この枠組みの重要な特徴となって
います。

TICADのプロセスは現在、会議共催者である日本政
府、国連アフリカ担当事務総長特別顧問室（UN-
OSAA）、国連開発計画（UNDP）および世界銀行が共
同で推進しています。発足当初から共催者としてこの
プロセスに参加していたアフリカのためのグローバル
連合（GCA）は使命を完了し、アフリカ諸国の指導者
の決定により、その役割はアフリカ開発銀行（AfDB）
と国連アフリカ経済委員会（UN-ECA）に委譲される
こととなりました。TICADは、アフリカ諸国とともに
その開発パートナーであるアジア諸国、その他援助国、
国際機関、市民社会団体、民間セクターなどすべての
ステークホルダー（利害関係者）が広く参加する開か
れたフォーラムです。TICADの共催者は、アフリカが
抱えるさまざまな開発課題に対する世界の関心が持続
するよう、協力して取り組んでいます。

TICADとは
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TICADプロセスは、アフリカの開発に対する国際社
会の関心を高めることに大いに貢献してきました。

第一回アフリカ開発会議（TICAD I）は、冷戦の終
結に伴い低迷していた対アフリカ開発援助を再び増加
に転じさせようという共催者の決意の下、1993年に開
催されました。会議では、アフリカの政治経済改革の
遂行、民間セクターの育成、地域協力・地域統合、そ
してアフリカ開発にアジアの経験を活かすことを公約
した「アフリカ開発に関する東京宣言（The Tokyo
Declaration on African Development）」を採択しました。

1998年に開かれた第二回アフリカ開発会議（TICAD
II）では、アフリカの貧困削減と世界経済への統合を
推進することによってアフリカが自らの開発課題に立
ち向かっていくことを支援するというコミットメント
が再確認されました。貧困削減と世界経済への統合と
いうアプローチは、「東京行動計画（Tokyo Agenda for 
Action: TAA）」において採択されたものです。東京行
動計画は、協力の枠組みを定め、教育や保健を含む人
間開発、民間セクターの育成や農業開発を含む経済開
発、ガバナンス（統治）、紛争予防および平和の定着
を含む開発の基盤といった重要分野において具体的な
目的と目標を定める必要性を強調しました。

2003年には第三回アフリカ開発会議（TICAD III）が
開催され、アフリカの社会経済の成長と開発のための
構想としてアフリカ連合（AU）より提示された「アフ
リカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）」を
TICADが支援していくことを確約しました。TICAD III
は、元首・首脳23名を含むアフリカの指導者および国
際機関の長20名などハイレベルな参加者が東京に集い、
開催されました。TICAD IIIは、アフリカの開発に関す
る最大の国際会議のひとつとして大きく取り上げられ
ました。会議では、アフリカ開発に対する指導者たち
のコミットメントを再確認した政治声明「TICAD10周
年宣言（TICAD 10th Anniversary Declaration）」が発表さ
れました。TICADプロセスは、AUおよびNEPADと協
力しながら、課題の推進に引き続き取り組んでいます。

TICADプロセス
15年の歩み

4
TICAD III（2003年9月29日～10月1日、東京）© UNDP東京事務所



アフリカはこの数年、民主的ガバナンス、社会経済
の成長と開発において、着実な進歩を遂げてきました。
経済成長率は1999年の3%弱から2006年には5.2%にま
で伸び、2007年は6%の成長が予測されるなど、目覚
ましい実績をあげています。

アフリカにおいて、最近の好調な経済動向とともに、
アフリカ諸国の指導者が提唱している「アフリカ合衆
国」構想に示されるような革新的な政治改革が継続す
れば、この大陸の平和・安定・繁栄は確実な進展を遂
げる可能性があります。TICAD IVは、アフリカがこ
れを実現できるよう支援する国際社会の大いなる努力
を引き続き結集することを目指すものです。

元気なアフリカに向けて協力するという大きな目
標の下、TICAD IVでは次の3つの重点分野に取り組み
ます。

1) 成長の加速化

2) 平和の定着とグッドガバナンス、ミレニアム開発
目標（MDGs）の達成を含む「人間の安全保障」
の確立

3) 環境・気候変動問題への対処

TICAD IVの成果は、2008年7月7日から9日まで開催
されるG8北海道洞爺湖サミットにおける議論に反映さ
れることが期待されています。

また、特筆すべきこととして、第一回「野口英世ア
フリカ賞」の授賞式がTICAD IVにおいて執り行われ
ます。これは、医学研究または医療活動の分野におい
て優れた功績を上げた者を顕彰するため2006年に創設
された国際賞です。日本の著名な研究者である野口英
世博士は、黄熱病の研究に尽くし、およそ80年前、
ガーナでその生涯を閉じました。

TICAD IVの目的
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TICAD IVの開催に向けて、アフリカ諸国指導者、
AU委員会、NEPAD、アフリカの地域諸機関、TICAD
共催者、主要な国際および地域諸機関、先進諸国パー
トナー、アジア及びその他の開発途上国、ならびに市
民社会団体や非政府組織や民間セクターとの協議を含
め、広範にわたる会合や会議を中心に、準備が進めら
れています。

2007年10月30、31日にはザンビアのルサカで東・南
部アフリカ諸国のための地域準備会合が、2007年11月
21、22日にはチュニジアのチュニスで北・西・中部ア
フリカ諸国のための地域準備会合が開かれました。

2008年3月20、21日にはガボンのリーブルビルで閣
僚級準備会議が開かれました。こうした会議を通じて、
準備に着手し、2008年5月の横浜での開催に向けて機
運を高めていきます。

私は、国の発展の基本理念は「自立と共生」だと
考えます。開発への支援も、途上国の自助努力を基
礎として、その自立に向けて、お互いに尊重しあい、
助け合うことが基本です。私は、このTICAD IVの
成果を北海道洞爺湖サミットでG8の首脳と共有し、
さらには、秋の国連総会において、これら2つの会
議の結果を議長として報告して、世界と共有したい
と考えています。

福田康夫内閣総理大臣　
TICAD IV・北海道洞爺湖サミット議長
ダボス会議における特別講演より

TICAD IVに向けた取り組み
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TICADプロセスは、TICAD IVにおいてアフリカ諸
国指導者とそのパートナーが取り組むべき3つの重点
分野の枠組みに沿った、革新的な活動を相次いで展開
してきました。

成長の加速化
TICADプロセスは、南南協力、とりわけアジアとア
フリカの貿易と投資の発展の重要性を強調しています。

インフラストラクチャー
道路網の建設やエネルギー分野の開発を含むインフ
ラの整備は、アフリカにおける経済統合および貿易・
投資の促進の支援にとって極めて重要な要素です。
2008年以降の「中長期戦略的枠組み（The Medium to
Long Term Strategic Framework: MLTSF）」が、アフリカ
のインフラ整備に向け、一貫した戦略的アプローチの
基盤となるでしょう。

TICAD IVでは、協調的取組みを促進するためのプ
ラットフォームとして2005年に設立されたアフリカ・
インフラ・コンソーシアム（Infrastructure Consortium
for Africa）を活用して、アフリカの諸機関が援助国と
緊密に協力してアフリカのインフラ整備に努めるため
の将来の開発の見通しを明らかにする計画です。

貿易と投資
アジア・アフリカ貿易投資会議

アジア・アフリカ貿易投資会議（Asia-Africa Trade
and Investment Conference: AATIC）は、TICAD IIIのフォ
ローアップ会議として2004年11月に東京で開かれ、
「経済成長を通じた貧困削減」と「アジア・アフリカ
協力」の考えが推進されました。この会議において日
本政府は、次の4つの主要コンセプトを提案しました。

1) 産業基盤整備のための「適切な政策の立案」

2) 競争力を高めるための品質向上に着目した「商品
開発」

3) 地域社会における収入・雇用創出につながる「地
場中小企業の振興」

4) 公正な成長に資するような「民間企業による社会
貢献の促進」
http://www.ticad.net/aatic-2.html

加えてAATICの成果として、以下の2つが作成され
ました。

『サブ・サハラ・アフリカ－アジア・ビジネス・ディレ
クトリー（Sub-Sahara Africa-Asia Business Directory）』

成長の加速化

TICADの成果
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会議の重要な成果のひとつは、アジアとアフリカの
さまざまなセクターのビジネス・リーダーに関するこ
の電子ディレクトリーが創出されたことです。世界銀
行アフリカ民間セクター開発ユニットが作成したこの
ディレクトリーは、アフリカとアジア間の貿易・投資
の促進を目的に、国別・セクター別に情報が編纂され
ています。

『アフリカ・アジア間の貿易及び投資のパターン－
オーナーシップとパートナーシップの可能性
（Patterns of Africa-Asia Trade and Investment —
Potential for Ownership and Partnership）』
AATIC会期中に広く配布されたこの世界銀行の報告
書は、TICADプロセスの優先分野として認められてい
るアフリカ・アジア間の貿易・投資関係の可能性につ
いて基本的な理解を構築することを主な目的としたも
のです。
http://www.ticadexchange.org/pdf/pattern-overview.pdf

http://www.worldbank.org/rped/index.asp?page=ticad_1104

アフリカ・アジア・ビジネス・フォーラム

1998年のTICAD II後、TICADプロセスの下、4回に
わたりアフリカ・アジア・ビジネス・フォーラム
（Africa-Asia Business Forum: AABF）が開催され、アジ
アおよびアフリカの優良企業間の個別商談の場が提供
されました。TICAD II終了後TICAD IIIが開催されるま
での期間に最初の2回のフォーラムが実施されました。
1999年10月にマレーシアのクアラルンプールで開催さ
れた第一回のフォーラムには、アフリカおよびアジア
からビジネス関係者110名、2001年7月に南アフリカの
ダーバンで開催された第二回のフォーラムには、アフ
リカ企業120社、アジア企業60社以上から140名を上回
る参加がありました。第三回のフォーラムは、2004年
セネガルのダカールで開催されました。将来の合弁事
業のパートナーを発掘する機会を提供し、アジア・ア
フリカ間の直接投資と貿易を促進することを目的に実
施されたこれら3回のフォーラムでは、総額1億5,290万
ドルの商談が行われました。

2007年2月にタンザニアのダルエスサラームで開か
れた第四回のフォーラムには、日本と北米から初の企
業参加がありました。参加者は、アフリカ企業130社、
アジア企業30社、合計160社からおよそ212名を数えま
した。またフォーラムに引き続き、UNDPの南南協力
プロジェクトであるアフリカ・アジア中小企業ネット
ワークの主催で、中小企業（SME）金融に関するシン
ポジウム「絶好の機会：アフリカ中小企業金融シンポ
ジウム」が開催されました。参加企業のうち16%が女
性を経営者とする企業で、参加者のおよそ22%が女性

TICADの成果
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でした。第四回のフォーラムで成立した取引見込みは、
過去3回のフォーラムで申告された商談成立総額1億
5,290万ドルをも上回る、1億5,600万ドルに達しました。

セクター別の分析では、締結された覚書（MOU）
の件数・金額ともに農産物加工業が最大で、次いで医
療機器・製薬、繊維・衣料セクターという結果でした。
第四回フォーラムには日本から11社の参加があり、エ
ネルギー・セクターにおける合計650万ドル相当の商
談を筆頭に、総額860万ドルの取引が合意されました。

TICADの共催者は、さまざまなフォーラムで成立
した取引が遂行されるよう、中小企業を対象とする
金融メカニズムの確立にも努めています。日本政府
からアフリカ開発銀行に拠出された10億ドルの「ア
フリカの民間セクター開発のための共同イニシア
ティブ（EPSA for Africa）」資金の運営をアフリカ開
発銀行が行っていることを踏まえて、UNDPは、これ
までのAABFに参加したアフリカの中小企業を対象と
する、実現性のある融資制度の策定に向けて、日本
の外務省、国際協力銀行（JB IC）、エコバンク
（ECOBANK）、ナイジェリア産業銀行ならびにアフリ
カ開発銀行との協議を開始しました。

アフリカ・アジア中小企業ネットワーク（テクノネッ
ト・アフリカ）

2004年6月、南アフリカに創設されたテクノネット・
アフリカは、中小企業の育成にかかわる政策や情報、
貿易・投資に関する知識のアフリカ・アジア地域間な
らびにアフリカ域内における交換を促進することを目
的とした中小企業支援組織のネットワークです。この
プログラムには、日本政府と南アフリカ政府がUNDP
を通じて資金を提供しています。テクノネット・アフ
リカには、カメルーン、ガーナ、モザンビーク、ナイ

TICADの成果
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ジェリア、南アフリカ、タンザニア、ウガンダの7カ
国における官民両セクターから10組織が参加してい
ます。

テクノネット・アフリカでは、30年以上にわたり産
業分野における経験を積み重ねてきたテクノネット・
アジアの経験や成功事例を参考に、中小企業が活動し
やすい環境の整備、中小企業支援組織のキャパシ
ティ・ビルディング、アフリカとアジアの中小企業間
の技術移転・貿易・投資の促進を目指して、政策およ
び制度改革に力を入れています。テクノネット・アジ
アが認定する専門家を招いて、アフリカの数多くの国
で「起業家育成」分野の研修を行っています。マレー
シア、タイ、ベトナム各国政府から、中小企業育成の
経験共有に積極的な協力を得るとともに、日本の国際
協力機構（JICA）との連携を図って「一村一品運動」
のコンセプトの普及に努めています。

2007年アフリカ中小企業金融シンポジウムでは、ア
ジアの金融市場の効率化に成果を上げ、アフリカにも
適用可能な革新的なアプローチやメカニズムについて
検討が行われました。シンポジウムの開催に先立って
実施されたJICAとテクノネット・アフリカによる一連
の調査では、アフリカの起業家の85%が資金調達機会
を得る上で大きな困難に直面していることが明らかに
されました。

TICADエクスチェンジ・ネットワーク

国連工業開発機関（UNIDO）の「UNIDOエクス
チェンジ・プログラム」を通じた技術支援を受けて、
UNDPは「TICADエクスチェンジ・ネットワーク」を
開発・運営しています。このネットワークはウェブ
ベースのポータルサイトであり、すぐに役立つ貿易投
資情報を提供し、新しいビジネスチャンスの発掘の支
援、そしてユーザ間のオンライン上での情報交換の場
を提供することを目的としています。市場、投資環境、
リソースセンターを3つの柱とするこのネットワーク
は、2005年4月にバンドンで開かれたアジア・アフリ
カ首脳会議に並行して開催されたアジア・アフリカ・
ビジネス・サミットにおいて、小泉純一郎内閣総理大
臣（当時）より設立が発表されました。TICADエクス
チェンジは、第四回アフリカ・アジア・ビジネス・
フォーラム（AABF IV）の開催に大きな役割を果たし
ました。
http://www.TICADExchange.org

TICADの成果
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TICAD：アフリカのためのITイニシアティブ

TICADイニシアティブではこの数年、カメルーン、
ベナン、ナイジェリア、タンザニアおよびザンビアに
おける情報通信技術（ICT）政策の策定とネットワー
ク接続に対する支援事業を行ってきました。この取り
組みにより、IT政策の枠組みが策定されるとともに、
シスコ・ネットワーキング・アカデミーを通じて研修
が実施されました。この事業に対しては日本政府から
150万ドルが拠出され、国連ボランティア（UNV）の
協力により、UNDPを通じて活用されました。

2007年6月、UNDPは、シスコ社、シスコ・ラーニン
グ・インスティテュート（CLI）、国際電気通信連合
（ITU）および米国国際開発庁（USAID）と共同で、シ
スコ・ネットワーキング・アカデミーがアフリカのIT
の発展に与えた影響に関する委託調査の結果を発表し
ました。後発開発途上国イニシアティブ（LDCイニシ
アティブ）の対象であるカメルーン、ケニア、ナイ
ジェリア、セネガル、ウガンダ、ザンビアの6カ国に
ついて実施されたこの調査では、同プログラムが就労
意欲を高め、IT業界でのキャリアに役立つスキルを向
上させ、IT分野に参入しようとする女性の自信を深め
るのに役立ち、さらにはコミュニティの教育レベル全
体の向上をもたらしたことが明らかにされました。

また、LDCイニシアティブは、日本が議長国で
あったG8九州・沖縄サミット後の、デジタル・ディ
バイド（情報格差）の問題への民間セクターのより
積極的な対応を求める声に応えて、2000年7月に着手
された、この分野では初の官民パートナーシップの
ひとつです。

TICADの成果
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UNDPは、民間セクター開発、ガバナンス、平和
構築、そして環境といった諸分野においてTICADイ
ニシアティブのパートナーとして活動しています。
これらの分野への取組みは、アフリカにグローバリ
ゼーションの恩恵をもたらし、MDGs達成に向けて
前進するために必要不可欠です。TICAD IVは、さ
らなる前進にむけた課題を設定し、諸課題に対処す
るためのグローバルな支援を求める場となることで
しょう。

ケマル・デルビシュUNDP総裁
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農業
人口のおよそ70%が農村地域に暮らし、収入の大半
を農業に依存しているアフリカ諸国にとって、農業セ
クターの成長は、食糧の安定確保、すなわち食糧の安
全保障、ならびに貧困削減に不可欠なものです。
TICADプロセスは、NEPADと国連食糧農業機関
（FAO）によって策定された包括的アフリカ農業開発
プログラム（CAADP）の実施を支援しており、とり
わけ農業の生産性向上のための技術援助の重要性を重
視しています。

アフリカ諸国における食糧安全保障は、アフリカに
よって始められた革新的な実験に後押しされていま
す。乾燥に強い西アフリカ稲種と収穫量が高いアジア
稲種の交配によって生まれたネリカ米（「アフリカの
ための新しい稲（New Rice for Africa: NERICA）」）は、
TICADプロセスの下で広く普及しました。女性の農民
も含め、資源や資金の乏しい小規模農民のニーズに応
えるために開発されたネリカ米は、従来の品種に比べ
て収穫サイクルが短いという特徴も備えています。

この新品種ネリカ米によって、年間数百万ドル相当
のコメの輸入節約がもたらされると見込まれていま
す。他の品種に比べタンパク質の含有量が多い上、雑
草に強く、病虫害への耐性に優れているというネリカ
米の特性は、国際農業研究協議グループ（CGIAR）が
世界15カ所で支援する国際農業研究センターのひと
つ、西アフリカ稲開発協会（WARDA）によって研究
が進められているものです。コートジボワールを本部
として設立されたWARDAですが、東・中央アフリカ
諸国、すなわち中央アフリカ共和国、コンゴ民主共和
国、コンゴ共和国およびウガンダも加わり、研究対象
地域を拡大させています。2002年のコートジボワール
の情勢悪化後は、事業拠点をベナンに移しています。

WARDAは、稲の新品種の開発に加えて、研究成果
を普及するための新たな革新的方法に取り組み始め
ました。研究機関から農民に知識や技術を一方的に
伝える従来の方法ではなく、地元農民が持つその土
地固有の知識も十分に活用する参加型のアプローチ
を採用しています。農民参加型品種選択（PVS）とコ
ミュニティによる種子生産システム（CBSS）の2通り
のアプローチを主体に、ネリカ米の種子増産が行わ
れています。

ネリカ米の開発・普及は、UNDP、FAO、世界銀行、
USAID、ロックフェラー財団をはじめ多くのドナーお
よびパートナーの支援を受けて行われてきましたが、
日本政府もJICAを通じて、アフリカ諸国に農業の専門
家を派遣し、研修や技術セミナーを開いてきました。

TICADの成果

成長の加速化
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TICAD IVは、アフリカのグローバル経済への統
合、貧困削減、そしてMDGs達成をより強力に推進
するうえで、重要な枠組みを提供します。アフリカ
の経済は、平和構築とガバナンス改革の進展、そし
て社会の安定化によって著しく躍進し、強化されて
います。TICADプロセスはこれらの成果に貢献し、
アフリカ大陸によりよい未来をもたらすものです。

ロバート・ゼーリック世界銀行総裁

収穫されたネリカ米 ©CBSS Project UNDP Côte d’Ivoire

アフリカ開発銀行は、ネリカ米の種子の使用を普及さ
せるため、パイロット・カントリー（研究対象国）
7カ国に3,400万ドルの融資を行いました。ネリカ米の
普及を加速化させる試みのひとつとして、2002年に
コートジボワールの首都機能を担うヤムスクロにアフ
リカ米イニシアティブ（ARI）を立ち上げました。国
際稲研究所（IRRI）やFAOなどのパートナー機関が
ARIの研究活動を支援しています。当初は高地向けの
品種として開発されたネリカ米は、今では低地にも作
付けされています。

これまでに18品種のネリカ米が開発されており、ア
フリカ31カ国で試験栽培されました。ネリカ米の栽培
面積は、ギニア、コートジボワールおよびウガンダに
おいては1万ヘクタールを超えた一方、マリ、トーゴ、
ナイジェリア、コンゴ共和国、コンゴ民主共和国およ
びケニアにおいても5,000ヘクタールから1万ヘクター
ルまで拡大しつつあります。



平和の定着、MDGsの達成を含む人間の
安全保障の確立

人間の安全保障
日本政府は、「人間の安全保障」という考え方を外
交及び政府開発援助（ODA）の基本政策の重要な視点
のひとつとして位置付け、貧困、環境悪化、感染症を
含む多様でかつ相互に関連した人々への脅威に有効に
対処できるよう努めています。日本政府は、1999年に
設立された「国連人間の安全保障基金（UNHSTF）」に
対しこれまでに335億ドルを拠出し、50件を上回るア
フリカにおけるプロジェクトを含む、およそ180件の
国連諸機関によるプロジェクトを支援してきました。

「人間の安全保障フレンズ」と「人間の安全保障ネッ
トワーク」

2006年6月にタイのバンコクで開催された「人間の
安全保障ネットワーク（HSN）」の第8回閣僚会議にお
いて創設された「人間の安全保障フレンズ」は、弱い
立場にある人々の生活に真の変化をもたらすことので
きる具体的な方策に重点をあてて活動する非公式な支
援団体です。「フレンズ」は、MDGs、人道援助、気候
変動、平和構築および子供の保護に関連した国連活動
において「人間の安全保障」のアプローチが主流化さ
れるよう、関係各国政府、組織および市民団体のメン
バーと協力して取り組んでいます。「フレンズ」と
HSNはともに、安全保障の諸問題に対し、個人が自由
にかつ尊厳を持って生きる権利を含んだ、全体的かつ
人間中心のアプローチを提唱し、成果を上げています。

地域社会開発
ミレニアム・ビレッジ・プロジェクト

UNHSTFが資金の一部を提供しているミレニアム・
ビレッジ・プロジェクトは、アフリカの農村部の地域
社会が極度の貧困から抜け出す手助けをする大胆で革
新的なモデルを提供しています。高収量の種子、肥料、
医薬品、飲料用の井戸、あるいは教室や診療所の建材
の提供といった身近な解決策が、地域社会を豊かにし、
健康と機会に恵まれた新しい時代をもたらしていま
す。アグロフォレストリー、薬剤浸潤蚊帳、抗レトロ
ウイルス薬、インターネット、遠隔探査、地理情報シ
ステムなどの科学技術の発展が、こうした成果をさら
に高めています。

ミレニアム・ビレッジ・プロジェクトは、これまで
に79の村落で40万人近くを対象に行われてきました。

TICADの成果
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エチオピア、ガーナ、ケニア、マラウイ、マリ、ナイ
ジェリア、ルワンダ、セネガル、タンザニアおよびウ
ガンダのアフリカ10カ国に所在する計12カ所のミレニ
アム・ビレッジは、それぞれが約5,000の人口規模であ
りながら、アフリカ大陸が直面する農業、水、疾病の
課題の多様性を反映して、異なる農業生態圏から選定
されています。日本政府は、2005年のプロジェクト開
始時に、UNDPがプロジェクトを担当する9カ国（エチ
オピアを除く）の村落にUNHSTFを通じた資金提供を
行いました。

「アフリカ・ビレッジ・イニシアティブ」

日本政府は、地域社会主導型の開発努力を支援する
ため、「人間の安全保障」の考え方に基づき「アフリ
カ・ビレッジ・イニシアティブ（AVI）」を立ち上げ
ました。AVIは、農村の地域社会開発を支援して、イ
ンフラ整備、地元住民のキャパシティ・ビルディング、
現地の条件に適した農業法の導入による食料の安全保
障の確立などを通じて、地域社会の自立を図ることを
目指しています。プロジェクトのモデルは、農村地域
における学校建設から、学校敷地内の井戸や水道設備
の整備、無料学校給食に至るまでさまざまです。

MDGsの達成
TICADプロセスは、2000年にニューヨークで開催さ
れた国連ミレニアム・サミットの結果まとめられたミ
レニアム開発目標（MDGs）の達成に向けて前進する
ための重要な機会を提供するものです。TICAD IIで採
択された東京行動計画に定められている主要な開発分
野における目的と具体的な目標は、MDGsとも広く一
致するものです。極度の貧困と飢餓に苦しむ人々の半
減からHIV／エイズの蔓延防止に至る主要な開発の優
先課題に関して、期限付きの明確な目標を定めた
MDGsは、2015年までの達成を目指します。

TICADの成果
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TICAD IVは、アフリカ-アジア協力の枠組みでアフ
リカ開発を促進し、2015年までにMDGsを達成する
うえで、必要不可欠なフォーラムです。TICADプロ
セスは経済成長、人間の安全保障、そして環境の持
続可能性を推進しています。国連と主要パートナー
はMDGsアフリカ運営グループを通じ、これらの極
めて重要な目標の達成にむけて前進しています。私
は国連とTICADがアフリカのための希望と機会とい
うビジョンを共有していることをうれしく思います。

潘基文（パン・ギムン）第8代国連事務総長



TICAD共催者は、潘基文国連事務総長が議長を務め、
アフリカで開発に取り組む主要な多国間および政府間
組織の指導者によって構成される国連のMDGアフリ
カ運営グループを支援しています。同グループは、既
存のコミットメントを遂行し、アフリカの開発を支援
するための3つの課題に取り組んでいます。課題とは
すなわち、（1）健康、教育、農業および食糧安全保障、
インフラおよび統計システムの各分野における支援の
ための有効なメカニズムを特定する、（2）「援助効果
向上のためのパリ宣言」に従い、援助の予測性を改善
する、（3）MDGs支援における国レベルでの協力体制
を強化する、の3点です。

教育
日本は、初等教育の完全普及に向けたアフリカの取
り組みにおいて積極的な役割を果たしています。たと
えば、ニジェールにおいて、初等教育の向上と拡充の
ために「住民参画型学校運営改善計画」を実施しまし
た。このプロジェクトは、計画、教科書の調達あるい
は意識向上といったプロジェクトの諸段階において、
地域社会の住民に責任を付与することにより、学校運
営の中心的な役割を担わせることを目指したもので
す。このパイロット・プロジェクトの成果を基盤に、
ニジェールの教育省は現在、世界銀行からの資金援助
を得てこの事業を全国規模で展開する計画を進めてい
ます。

ガーナおよびリベリアにおける農村地域の女性のエン
パワーメント

1995年に日本政府によって設立されたUNDP／日本
WID基金（JWIDF）は、開発途上諸国におけるジェン
ダーの平等と女性のエンパワーメントの推進をさまざ
まな革新的取り組みを通じて支援しています。基金は、
アフリカ14カ国において数多くのプロジェクトに総額
450万ドル相当の資金を提供してきました。なかでも
大きな成果を上げているプロジェクトとして、「北部
ガーナにおけるシアバター産業支援を通じた農村女性
のエンパワーメントと貧困削減」プロジェクトと、リ
ベリアのニンバおよびボング地区の女性を対象とした
少額貸付プログラムによるエンパワーメント事業であ
る｢リベリア復興支援：女性の経済的エンパワーメン
ト｣の2つが挙げられます。

近年、目覚しい経済成長を遂げているガーナですが、
その恩恵は平等にはいきわたっていません。特に北部
地域は降雨量が少なく土壌が痩せており、農業からの
収入が不安定であるため厳しい生活環境を強いられて
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います。ガーナのタマレ市のサグナリグと西マムプル
シ地区のワレワレでは、60万人以上の女性たちがシア
バターとその関連製品の販売から収入を得て、食費、
教育費、医療費などに充てています。同プロジェクト
は、JICA、日本貿易振興機構（JETRO）、在ガーナ日
本国大使館、AFRASIAビジネス協議会、アフリカ2000
ネットワークなどと協力し、シアバターを生産する女
性グループを対象に、関連製品の品質向上のためのマ
ニュアルの作成や、ビジネス知識の習得、生産技術の
改善や海外を含む新規市場の開拓を支援することで、
シアバターの生産を「産業」に発展させ、持続的に収
入を得られるような仕組みづくりと北部の経済の活性
化を目指しています。

リベリアのプロジェクトは、現地UNDP事務所が支
援しているコミュニティレベルの復興支援（CBR）を
含むさまざまな取り組みの連携からうまれました。
CBRプログラムは、群レベルの開発委員会の設置を支
援していますが、同委員会が運営する地域の開発プロ
グラムの受益者の半分が女性になるようジェンダーの
視点を導入しているだけでなく、JWIDFの支援をつう
じ、女性たちの経済的エンパワーメントを支えるため
の回転資金やマイクロクレジット資金を提供していま
す。中でも貸付の実施を含む小規模企業の経営管理に
関する研修プログラムが高い評価を受けています。

保健
マラリアやはしかの流行あるいはHIV／エイズの母
子感染の軽減に重点を置いたプログラムが、この数年
アフリカの多くの国々で大きな成果を上げています。
最近明らかにされた乳幼児死亡率の大幅な低下は、
MDGsの達成と極度の貧困に苦しむ国々における公衆
衛生の改善に向けた大きな前進と評価されました。こ
れまで成功を収めてきた介入手法のさらなる拡大が、
今後の大きな課題となっています。これに関連して、
日本は、『ミレニアム・プロジェクト報告書』で提言
された「早急に実施すべき具体的行動（Quick Win 
Actions）」に呼応し、農村地域においてマラリア防止
用の蚊帳を提供しており、数百万張の長期残効型の殺
虫剤処理をした蚊帳を配布しました。その他、とりわ
け母子保健プログラム、家族計画、情報・教育・通信
および女性のエンパワーメントやHIV／エイズ・結
核・マラリアその他感染症への対策にも支援を行って
います。

TICADの成果
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平和の定着とグッドガバナンス
アフリカにおける武力紛争は、経済活動および市民
生活の破壊をはじめとして、人々に大きな苦悩をもた
らしました。TICADプロセスは、難民や国内避難民に
対する援助、元兵士の武装解除・動員解除・社会復帰
（DDR）、地雷対策、小型武器その他軽火器の回収・破
壊などさまざまな活動を支援してきました。

この数年、平和と安定こそがアフリカの持続可能な
開発の必須条件であるとの認識に基づき、平和構築活
動への支援が日本の国際協力の新たな柱となっていま
す。アフリカで進行中の複数の和平プロセスに呼応し
て、緊急人道援助、DDR、地域社会の復興、選挙支援
などを支援するべく、日本はこの4年間でアフリカに
おける平和の定着に5億5,000万ドルを上回る援助資金
を提供しました。多国間の活動領域では、国連の平和
維持活動の総費用の約17%は日本の貢献によって賄わ
れています。

2006年2月にエチオピアのアディスアベバで開かれ
たTICADアフリカ平和の定着閣僚会議において、日本
政府は新たなイニシアティブを発表しました。この新
たなイニシアティブのもとでは、治安確保、政治的ガ
バナンス・体制移行、およびコミュニティ復興・社会
経済開発という3つの戦略的な平和の定着分野におい
て、日本の取組みが実施されることになります。会議
には、73カ国の政府ならびに38の国際および地域機関、
20の市民団体やNGOから400人以上の参加があり、日
本から新たに6,000万ドルの対アフリカ支援の公約がな
され、高い評価と期待の中で会議は閉幕しました。さ
らに日本政府は、2007年1月から3月までに4,570万ドル
を対アフリカ平和の定着支援として追加拠出すること
を発表しました。
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マグブラカ警察署のコンテナに保管された回収済武器を
前にした警官 ©UNDPシエラレオネ事務所



シエラレオネの民主化支援

アフリカの紛争後の国々に対する日本政府の具体的
な支援として、西アフリカのシエラレオネにその一例
を見ることができます。シエラレオネの10年に及ぶ内
戦の主要因は、政府が民意を反映せず機能不全に陥っ
たことでした。2005年の国連平和維持部隊の撤退以来、
初めて実施された2007年の総選挙では、民政から民政
への政権交代が公平、平穏かつ組織的に実現されまし
た。UNDPは国内選挙委員会に対し、政策、法律、運
営面で助言を提供し、その結果、委員会は有権者の登
録とともに37,000人以上の選挙運動員を対象とした訓
練を施すことができました。日本政府からの財政支援
は、投票用紙、投票用パネル、拇印用の消えないイン
ク、拇印に関する広報、選挙委員会の倉庫の建設など、
投票用品の調達に活用されました。

日本政府の支援の下、シエラレオネ政府とUNDPが
共同で実施した「開発のための武器回収計画（Arms
for Development）」は、平和の定着と人間の安全保障
および社会経済開発のための生活水準の向上を目指す
ものです。主な支援策としては、自主的な武器の引き
渡しを通じた地域社会による武器回収と引き換えに開
発プロジェクトが実施されています。プロジェクトに
は、シエラレオネ警察、地区議会、地区・州治安委員
会および国家安全保安局がパートナーとして参加して
います。

TICADの成果

19

人間の安全保障：
平和の定着とグッドガバナンス



20

環境・気候変動問題への対処
気候変動によって、アフリカの環境は最大の危機に
直面しています。気候変動は、天然資源の保全とその
持続可能な利用に悪影響を及ぼし、それによってアフ
リカにおける数十年に及ぶ社会経済開発の努力が無に
帰すおそれもあります。研究者等は、気候変動への適
応策を重視し、適切な技術をもって再生可能および代
替エネルギーの開発を進めることが、この分野の緊急
の課題であるとしています。

2007年3月にナイロビで開催された、持続可能な開
発のための環境とエネルギーをテーマとしたTICAD閣
僚会議は、エネルギー・アクセスおよび環境保護にお
ける成功事例を分析し、将来に向けた最善の政策の組
み合わせを検討することで、アフリカ諸国、援助諸国、
その他国際機関の協力を強化する方策を練ることを目
的とするものでした。アフリカのエネルギーおよび環
境に対する開発努力として、次の3分野が特定されま
した：（a）地方および中央政府のイニシアティブに
代表されるオーナーシップの構築、（b）地域レベルの
協力の推進、（c）民間セクターの先進技術を最大限に
活用した官民連携を含むパートナーシップの強化。

エネルギーおよび環境分野におけるアフリカ開発に
対し、日本政府は以下のような具体的支援を提供して
います。

オーナーシップの構築に対する援助：

マリのセグー地方における砂漠化防止策の調査；ケ
ニアの半乾燥地における農林業強化に向けた技術協
力；ギニアの沿岸地方における給水計画に対する無償
資金協力；エジプトの紅海沿岸ザファラーナ地区にお
ける風力発電計画プロジェクトの建設。

地域協力の推進に対する支援：

エチオピアにおける地下水開発・水供給訓練計画；
ケニア、ウガンダ、タンザニア3カ国の合弁事業
AICAD（African Institute for Capacity Development）に
おける、大学15校が参加した技術協力プログラム；ア
フリカの貧困削減のためのエネルギー支援（ブルキナ
ファソ、ガーナ、ギニア、セネガルにおけるディーゼ
ル発電を利用した多機能プラットフォーム）。

パートナーシップの強化に対する支援：

ザンビアにおける農村電化に関する調査；エチオピ
アにおけるバイオガス開発と環境配慮型衛生プロジェ
クト；国連環境計画（UNEP）に対する新アジア・ア
フリカ戦略的パートナーシップ基金への支援；日本
UNDPパートナーシップ基金を通じた環境、気候変動

TICADの成果
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およびエネルギー分野におけるプロジェクト。

日本は、環境とエネルギー分野における対アフリカ
二国間援助における、最大の援助国です。具体的には、
日本政府は、2001年以後の5年間で、環境分野に約5億
9,200万ドル、エネルギー分野に4億1,100万ドルの政府
開発援助（ODA）を拠出しています。2005年に日本政
府から環境分野に拠出されたODAは約30億ドルに達し
ましたが、これは日本の年間ODA総額の約29.4%に相
当します。日本のODA大綱は、環境と開発の両立を援
助実施の原則のひとつに掲げています。

クールアース・イニシアティブ

気候変動はいまや、日々の生活や経済活動に甚大な
悪影響を及ぼす深刻な課題となりました。この人道に
対する緊急の課題への対応は一刻を争い、2012年以降
も効力をもつ国際枠組みの策定がとりわけ必要とされ
ています。このような議論を喚起するために、昨年、
日本政府より発表された「クールアース50」イニシア
ティブは、2012年以降も地球温暖化と闘うための新た
な国際的枠組みの策定を目指すものです。日本は、
「世界全体の温室効果ガス（GHG）排出量を現状から
2050年までに半減する」という長期目標を提案すると
ともに、（1）地球規模での排出量削減に向けた主要排
出国のすべての参加、（2）柔軟かつ多様性のある枠組
み、（3）環境保全と経済発展との両立、の3原則を提
唱しています。さらに、2008年1月にダボスで開催され
た世界経済フォーラムにおいて、福田総理は「クール
アース推進構想」を発表し、この構想を実現に導く手
段として以下の3点を提案しました。（1）ポスト京都
フレームワーク：日本は、他の主要排出国とともに国
別総量規制を掲げて取り組む。この目標設定にあたっ
ては、今後活用される技術を基礎として削減可能量を
積み上げるボトム・アップ・アプローチが取られるべ
きであり、削減負担の公平性が確保されるべきである。
（2）国際環境協力：日本政府は、世界全体で2020年ま
でに30%のエネルギー効率改善を達成することを世界
の共通目標として提案し、この達成に向けた途上国の
緩和・適応の取組みを支援する100億ドル規模の新た
な資金メカニズム、「クールアース・パートナーシッ

プ」を構築する。（3）
イノベーション：日本
は、革新技術の開発と
低炭素社会への転換に
向けた取組みを進め、
環境・エネルギー分野
の研究開発投資に今後
5年間で300億ドル程度
の資金を投資する。
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UN-OSAAは、TICADが政府間および国際機関を通
じたプロセスを通じて「アフリカ開発のための新パー
トナーシップ（NEPAD）」のプロジェクトおよびプロ
グラムの実施体制の強化に努めています。TICADの理
念である「オーナーシップ」と「パートナーシップ」
は、NEPADの基本原則でもあります。アフリカの
オーナーシップ実現に向けたこれまでの進展を考慮
し、TICAD IIIは、NEPAD支援を大きな目的として開
催されました。さらに、アジア・アフリカ貿易投資会
議（AATIC）の大きな成果として、「アジア・アフリ
カ間の貿易・投資促進のための政策に関するTICAD-
NEPAD共同枠組み」が策定されています。

TICADは、NEPADによる活動との相乗効果を生み
出すことに努めています。TICADを共催するUNDPは
2003年、他の国際機関からの拠出も合わせると総額
350万ドルに達するNEPAD向けのプロジェクトに、約
200万ドルを拠出しました。NEPADはこの数年、平
和・安全、民主主義とガバナンス、人権、教育・医療
などの優先分野を重視する傾向を強めており、アフリ
カ諸国がお互いにガバナンスの動向を評価する「アフ
リカにおける相互審査システム（African Peer Review
Mechanism: APRM）」を実施して、国際社会の注目を
大いに集めています。

UNDPは、APRM参加国の元首から戦略的パート
ナーに任命され、APRMの実施を支援する信託基金の
設置を委託されました。APRM信託基金は、UNDPか
ら275万ドルの拠出を得て2005年に創設されました。
また、UNDPによる委託に基づき政策の対話と経験の
共有を促進するための主要プログラムである「アフリ
カ・ガバナンス・フォーラム」がAPR賢人パネルに
よって運営されています。

TICADは、NEPADと協力し、地域統合の推進、AU
の平和・安全保障・統治機構の強化、国内外の民間セ
クター支援および海外直接投資（FDI）の促進を含む
民間セクターの拡充に努めています。日本とNEPAD
の政策対話の枠組みにおいては、インフラ整備、農業、
貿易・投資促進、健康・教育を含む人間開発および環
境を、協力の優先分野としています。
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T I C A DおよびM D G sに関するさらに詳細な情
報は、以下のウェブサイトをご覧下さい。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/
http://www.ticad.net

http://www.worldbank.org/japan/jp/ticad-j

http://www.un.org/millenniumgoals
http://www.mdgmonitor.org/

http://www.undp.org/mdg/basics.shtml
http://www.worldbank.org/japan/jp
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U n i ted Nations Deve lopment Pro g ramme (UNDP)
One United Nations Plaza
DC 1, Suite 2408
New York, NY 10017, U.S.A

国連開発計画（UNDP）東京事務所
〒150-0001
東京都渋谷区神宮前5-53-70 UNハウス8階
http://www.undp.or.jp

国連アフリカ担当事務総長
特別顧問室（UN-OSAA）
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